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マルハ株式会社との業務提携に関する件 

 

当社は、平成１５年９月２９日開催の取締役会において、マルハ株式会社との間で業務提携を 

行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．提携の理由 

 水産物流通に強みを持つ当社とマルハ株式会社が、お互いの持つ事業ノウハウや様々な経営資源

を共有することを通じて、「効率的且つ競争力のある水産荷受業務」の構築と拡大し続ける海外市場

との競合に打ち勝つ「調達力の強化」を実現するべく、この度双方のグループ企業を含む包括的な

業務提携契約を結ぶことといたしました。 

 

２．提携の内容 
（１）業務提携 
＜水産物荷受業務に関する提携＞ 
 当社とマルハ株式会社は、近畿地区における水産物荷受業務の強化・効率化を実現する

手段として、当社を中核としてそれぞれのグループ荷受会社が将来的に統合することを目

標に合意し、平成 17年 3月末までにその方法・内容について検討し具体化します。 
将来的な統合の対象は、当社及び下表の 6社であり、業務については水産物荷受業務です。 
 

 将来的統合の対象会社 
和歌山魚類株式会社 
株式会社奈良魚市 

大阪魚市場グループ 

滋賀県魚市場株式会社 
神港魚類株式会社 
大京魚類株式会社 

マルハグループ 

尼崎水産市場株式会社 



①当社及び表中の 6 社は、「魅力ある水産物市場流通」のベースとなる市場機能のローコ
スト･オペレーション化を実現する為に、11市場 7荷受がそれぞれ独立して行っている
集荷業務と管理業務を共有化するべく「近畿荷受ネットワーク」を構築します。 
②商材能力の高さが見直されてきている鮮魚を中心に、仲卸業者と共に最終需要者である

量販店、外食産業等に、更には消費者に届ける効率的市場流通を目指し、加工品の開発

や新規顧客の開拓を通じて「近畿サプライチェーン」の創造に着手します。 
③「近畿荷受ネットワーク」の構築及び「近畿サプライチェーン」の創造を実現するため、

７社から構成される荷受販売会議を定期的に開催します。 
④荷受販売会議の下部組織として、 
  ⅰ．市場のローコストオペレーション化 
  ⅱ．集荷･販売の共同化･効率化  
  ⅲ．最終需要者へのサービスの向上等 
 をテーマとする分科会を設置します。 

 
＜海外からの調達業務に関する提携＞ 
  多様化・高度化する「消費者ニーズへの対応」と拡大し続ける海外市場との競合に打ち

勝つ「調達力の強化」が水産物流通の大きな課題であり、海外調達に強みのあるマルハ株

式会社と国内販売において強みを有する当社が相互補完しながら、業容の拡大および機能

の高度化（業態サービスの強化等）を図ります。 
①水産物商材の調達の安定化と最適化を図るための政策を共有するために「調達販売会議」 
  を定期的に開催します。 
②調達販売会議の下部組織として魚種別の分科会を設置し、それぞれの魚種について、 
ⅰ．商品政策（商品開発、海外拠点の共同利用、新商品導入期間の短縮化等を協議）  
ⅱ．販売政策（新規販路開拓やブランド戦略等を検討）  
ⅲ．品質管理政策（マルハ分析センターの活用等を通じて生産品質管理の強化充実の

方法を検討） 
を共同で企画・立案します。 
③将来的には、一部魚種の共同事業化等も視野に入れた検討を進めます。 

 
（２）資本提携 
１）当社は、平成 16年 3月 31日を目標にマルハグループから神港魚類株式会社及び大京魚
類株式会社の株式を譲り受け、神港魚類株式及び大京魚類株式の議決権割合を 15%とし
ます。 
２）マルハ株式会社は、平成 16年 3月 31日を目標に当社の株式を買い増し、当社株式の現
在の議決権割合 10.90％（持株比率 10.52%）を 15%とします。 

３）なお、当業務提携の進捗状況によっては、それぞれの議決権割合を 15%にこだわること
なく上乗せすることも検討します。 



 
＜人事に関する提携＞ 
当社とマルハ株式会社は、今回の業務提携をより強固なものとするため、当社はマルハ株式

会社が指定する者 1名を非常勤取締役として在任させております。 
 
＜提携期間＞ 
この業務提携の期間は、平成 15年 10月 1日から平成 17年 3月 31日までとします。 

 

３．マルハ株式会社の概要（平成 15年 3月 31日現在） 
 （1） 名 称  マルハ株式会社 

 （2） 主な事業内容  水産事業、加工食品事業、保管・物流事業、その他の事業 

 （3） 設 立 年 月 日  昭和 18年 3月 31日 
 （4） 本 店 所 在 地  東京都千代田区大手町一丁目 1番 2 号 

 （5） 代 表 者  代表取締役社長 五十嵐 勇二 

 （6） 資 本 の 額  15,000百万円 
 （7） 従 業 員 数  977名 
 （8） 大株主構成及び持株比率 

   大東通商株式会社   16.48％ 
   株式会社みずほコーポレート銀行  4.33％ 
   農林中央金庫     3.33％ 
   日本生命保険相互会社    3.14％ 
   林兼産業株式会社    2.33％ 
 （9） 当社との関係 

 資本関係 当社は当該会社の株式を 270千株（0.09％）保有しております。 
   当該会社は当社の株式を 5,825千株（10.52％）保有しております。 
 人的関係 平成 15年 6月より当社は当該会社が指定する者１名を非常勤取締役と 
   して在任させております。 

 取引関係 当該会社とは水産物を中心とした売買取引があります。 

 

４．日  程 

   平成１５年 ９月２９日  取締役会決議 

   平成１５年 ９月３０日  業務提携契約書締結 

 

５．業績への影響 

今期の業績に与える影響はありません。 

 

以 上 

 



＜ご参考＞ 
各社の概要 

  平成 15年 3月期 

社  名 大阪魚市場株式会社 
和歌山魚類 
株式会社 

株式会社奈良魚市 
滋賀県魚市場 
株式会社 

事業内容 水産物卸売業 水産物卸売業 水産物卸売業 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 21年 6月 12日 昭和 42年 4月 1日 昭和 51年 12月 11日 昭和 61年 2月 23日 

本店所在地 
大阪府大阪市福島区 
野田 1-1-86 

和歌山県和歌山市 
西浜 1660-401 

奈良県大和郡山市 
筒井町 957-1 

滋賀県大津市 
瀬田大江町 59-1 

代 表 者 
取締役社長  

溝上 二  
取締役社長 

石谷 暢宏 
取締役社長  

谷和 道雄 
取締役社長 

荒谷 祐輔 
資 本 金 6,495百万円 300百万円 90百万円 80百万円 
発行済株式数 55,362千株 600千株 180千株 1,600株 
売 上 高 
（2003年3月期） 

227,407百万円 15,395百万円 15,490百万円 6,019百万円 

 

社  名 マルハ株式会社 神港魚類株式会社 大京魚類株式会社 
尼崎水産市場 
株式会社 

事業内容 水産物卸売業 水産物卸売業 水産物卸売業 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 18年 3月 31日 昭和 23年 4月 12日 昭和 23年 4月 16日 昭和 28年 10月 28日 

本店所在地 
東京都千代田区 
大手町 1-1-2 

兵庫県神戸市兵庫区 
中之島 1-1-1 

京都府京都市下京区 
朱雀分木町市有地 

兵庫県尼崎市 
潮江 4-4-1 

代 表 者 
取締役社長  

五十嵐 勇二 
取締役社長  

池田 高明 
取締役社長  

田中 一 
取締役社長  

安藤 正郎 
資 本 金 15,000百万円 891百万円 100百万円 250百万円 
発行済株式数 300,000千株 10,000千株 2,000千株 500千株 
売 上 高 
（2003年3月期） 

287,705百万円 65,508百万円 33,843百万円 11,408百万円 

 

尚、大京魚類株式会社は、平成 15年 5月 17日に増資を行ない、現在は資本金 200百万円、
発行済株式数 4,000千株となっております 
 

 

 

 

 


